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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第１区分
【発行日】平成21年5月21日(2009.5.21)

【公開番号】特開2008-293997(P2008-293997A)
【公開日】平成20年12月4日(2008.12.4)
【年通号数】公開・登録公報2008-048
【出願番号】特願2008-203382(P2008-203382)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｍ   4/50     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ   4/52     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ   4/48     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ   4/66     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/36     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/44     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/48     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｍ   4/50    １０２　
   Ｈ０１Ｍ   4/52    １０２　
   Ｈ０１Ｍ   4/48    １０１　
   Ｈ０１Ｍ   4/48    １０２　
   Ｈ０１Ｍ   4/66    　　　Ａ
   Ｈ０１Ｍ  10/00    １０３　
   Ｈ０１Ｍ  10/44    　　　Ｐ
   Ｈ０１Ｍ  10/48    　　　Ｐ

【手続補正書】
【提出日】平成21年4月2日(2009.4.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成式：Ｌｉ2±α［Ｍｅ］4Ｏ8-x（式中、０≦α＜０．４、０≦ｘ＜１．３、Ｍｅは
ＭｎとＮｉ、Ｃｒ、Ｆｅ、ＣｏおよびＣｕよりなる群から選択される少なくとも１種とを
含む遷移金属元素）で表され、八面体とは異なる粒子形態を有することを特徴とする正極
活物質であって、
　（１）ＭｎとＮｉ、Ｃｒ、Ｆｅ、ＣｏおよびＣｕよりなる群から選択される少なくとも
１種とを含む化合物を混合して原料混合物を得る工程、またはＭｎ化合物とＮｉ、Ｃｒ、
Ｆｅ、ＣｏおよびＣｕよりなる群から選択される少なくとも１種とを含む共晶化合物を合
成する工程、
　（２）前記原料混合物または共晶化合物とリチウム化合物とを混合する工程、
　（３）前記工程（２）で得た混合物を６００℃以上の第１焼成温度に加熱する第１焼成
の工程、および
　（４）前記第１焼成後に、前記正極活物質を急冷する工程を含む製造方法により得られ
た、正極活物質。
【請求項２】
　前記製造方法が、前記第１焼成後に、前記第１焼成温度よりも低い温度で第２焼成を行
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う工程を含む請求項１記載の正極活物質。
【請求項３】
　充放電領域における反応が２つの２相反応を含む請求項２記載の正極活物質。
【請求項４】
　スピネル類縁結晶を有し、Ｆｄ３ｍの空間群における１６（ｃ）サイトにＬｉおよび／
またはＭｅが存在することを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の正極活物質。
【請求項５】
　０．２～０．８Ｖの電位の段差を有する充放電曲線を有することを特徴とする請求項１
～４のいずれかに記載の正極活物質。
【請求項６】
　前記第１焼成の温度が９００℃以上であることを特徴とする請求項１～５のいずれかに
記載の正極活物質。
【請求項７】
　前記急冷を４．５℃／分以上の降温速度で行うことを特徴とする請求項１～６のいずれ
かに記載の正極活物質。
【請求項８】
　前記急冷を１０℃／分以上の降温速度で行うことを特徴とする請求項１～６のいずれか
に記載の正極活物質。
【請求項９】
　前記急冷を室温まで行うことを特徴とする請求項１～８のいずれかに記載の正極活物質
。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれかに記載の正極活物質を含む正極、チタン酸化物を含む負極、非
水電解質およびセパレータを具備し、２．５Ｖ～３．５Ｖの実用充放電領域および３Ｖ級
の実用平均電圧を有することを特徴とする非水電解質二次電池。
【請求項１１】
　前記チタン酸化物がスピネル構造を有することを特徴とする請求項１０記載の非水電解
質二次電池。
【請求項１２】
　前記チタン酸化物がＬｉ4Ｔｉ5Ｏ12であることを特徴とする請求項１０または１１記載
の非水電解質二次電池。
【請求項１３】
　０．２Ｖ～０．８Ｖの電圧の段差を有する作動放電曲線を有することを特徴とする請求
項１０～１２のいずれかに記載の非水電解質二次電池。
【請求項１４】
　前記正極および負極がアルミニウムまたはアルミニウム合金で構成された集電体を有す
ることを特徴とする請求項１０～１３のいずれかに記載の非水電解質二次電池。
【請求項１５】
　前記正極活物質に対する前記負極活物質の重量割合が０．５以上１．２未満であること
を特徴とする請求項１０～１４のいずれかに記載の非水電解質二次電池。
【請求項１６】
　電池電圧が２．７Ｖから２Ｖになるまでの残存容量が、正極活物質の単位重量あたり、
２．１ｍＡｈ／ｇ以上である、請求項１０～１５のいずれかに記載の非水電解質二次電池
。
【請求項１７】
　前記０．２Ｖ～０．８Ｖの電圧の段差を検知することにより電池の残存容量を検知し、
前記残存容量の検知結果に基づいて、放電終了のタイミングを制御する請求項１３記載の
非水電解質二次電池の放電制御方法。
【請求項１８】
　前記０．２Ｖ～０．８Ｖの電圧の段差を検知することにより電池の残存容量を検知し、
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前記残存容量の検知結果に基づいて電池の充放電を制御することを特徴とする請求項１３
記載の非水電解質二次電池の充放電制御方法。
【請求項１９】
　前記０．２Ｖ～０．８Ｖの電圧の段差を検知することにより電池の残存容量を把握する
請求項１３記載の非水電解質二次電池の残存容量モニタリング方法。
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